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厚生労働省雇用均等・児童家庭局長 

（ 公 印 省 略 ） 

 

 

 

「基幹的職員研修事業の運営について」の一部改正について 

 

 

 

 標記については、平成２１年３月３１日雇児発第０３３１０１４号厚生労働省雇用

均等・児童家庭局長通知「基幹的職員研修事業の運営について」により行われている

ところであるが、今般、その一部を別紙新旧対照表のとおり改正し、平成２５年４月

１日から適用することとしたので通知する。 



（別紙）「基幹的職員研修事業の運営について」の一部改正 新旧対照表

改 正 後 現 行

雇児発第０３３１０１４号 雇児発第０３３１０１４号

平成２１年３月３１日 平成２１年３月３１日

【一部改正】平成２５年６月７日雇児発０６０７第４号

都 道 府 県 知 事 都 道 府 県 知 事

各 指 定 都 市 市 長 殿 各 指 定 都 市 市 長 殿

児童相談所設置市市長 児童相談所設置市市長

厚生労働省雇用均等・児童家庭局長 厚生労働省雇用均等・児童家庭局長

基幹的職員研修事業の運営について 基幹的職員研修事業の運営について

社会的養護において、施設に入所している児童及びその家庭への支援の質を確保 社会的養護において、施設に入所している児童及びその家庭への支援の質を確保

するためには、その担い手となる施設職員の専門性の向上を図り、計画的に育成す するためには、その担い手となる施設職員の専門性の向上を図り、計画的に育成す

るための体制を整備する必要がある。 るための体制を整備する必要がある。

このため、都道府県等において施設での自立支援計画等の作成・進行管理、職員 このため、都道府県等において施設での自立支援計画等の作成・進行管理、職員

の指導等を行う基幹的職員（スーパーバイザー）を養成するための研修を実施する の指導等を行う基幹的職員（スーパーバイザー）を養成するための研修を実施する

ことにより、人材育成が可能となるよう、別紙のとおり「基幹的職員研修事業実施 ことにより、人材育成が可能となるよう、別紙のとおり「基幹的職員研修事業実施

要綱」を定め平成２１年４月１日から適用することとしたので、その適正かつ円滑 要綱」を定め平成２１年４月１日から適用することとしたので、その適正かつ円滑

な運営を図られたく通知する。 な運営を図られたく通知する。

なお、この通知は、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２４５条の４第１ なお、この通知は、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２４５条の４第１

項の規定に基づく技術的な助言である。 項の規定に基づく技術的な助言である。



改 正 後 現 行

別 紙 別 紙

基幹的職員研修事業実施要綱 基幹的職員研修事業実施要綱

第１～第３ （略） 第１～第３ （略）

第４ （略） 第４ 実施内容

（１）～（２）（略） （１）～（２）（略）

（３）研修講師 （３）研修講師

研修講師については、国（国立武蔵野学院）が行う研修指導者養成研修を 研修講師については、国が行う研修指導者養成研修を修了している者その

修了している者その他児童福祉に関する見識を有し、上記の講義及び演習を 他児童福祉に関する見識を有し、上記の講義及び演習を適切に実施できる者

適切に実施できる者とすること。 とすること。

第５～第６ （略） 第５～第６ （略）


